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１．はじめに
わが国の経済は、バブル崩壊後厳しい調整局面を経
験し、1992年度以降99年度までの間に、95、96年度を
除いて、ゼロ％台の成長、あるいはマイナス成長が続
いている。96年以降の経済の動きをみると、96年夏に
在庫調整が一巡し、96年後半には成長率が次第に高ま
り、生産の増加が企業収益を改善させ、設備投資が堅
調さを持続するとともに、生産の増加が雇用や所得の
増加につながり、個人消費の回復をもたらすという好
循環がみられた。しかしながら、公共投資の減少が景
気にマイナスの影響をもたらし、景気は停滞した。そ
のような状況下において、97年４月の消費税率引き上
げに伴う駆け込み需要により、見かけ上経済は活性化
したが、その反動の需要減により、実質国内総生産は
大幅に低下し、90年代二度目の景気後退局面に入った。
97年秋以降生じた株価の下落や金融破綻による金融シ
ステムへの信頼低下等が、家計や企業のマインドをさ
らに悪化させたことや、アジア通貨・経済混乱も先行
き不透明感を増幅し、景気は停滞を続け、厳しさを増
した。98年に入ると民間設備投資が減少に転じ、景気
は一段と厳しさを増していった。98年秋口には、政策
効果が現れ始めて公的需要が増加に転じ、99年春ごろ
景気は下げ止まり、その後緩やかな改善が続いた。99
年後半からはアジア経済の回復の影響も加わり、景気
回復過程における在庫調整→生産増加→企業収益増と
いう動きがみられるなか、99年末には設備投資にも持
ち直しの動きが見られ、99年度の実質ＧＤＰ成長率は
0.5％と３年ぶりにプラスになった（文献２）。2000年
度の実質経済成長は１％程度を維持したが、消費はほ
とんど伸びておらず、予断を許さない状況にあった
（文献14）。実際2001年度に入ってからは、雇用状況の
悪化を背景に厳しい状況が続いている。
新潟県についても、バブル崩壊後、成長率は低下し
たが、全国に比較して高い成長率を保ってきており、
96年には実質5.9％と非常に高い伸びを示した。しかし、
97年～99年度は３年連続でマイナス成長となった（文
献13）。2000年度は、前年度に比べ民間住宅投資が減
少したものの、民間企業設備投資、公的固定資本形成
が増加したことにより、実質1.3％の成長をみた（文献
14）が、全国同様、雇用面では非常に厳しい状況にな
っており、先行き不安が募っている。一方で、1998年
３月末に閣議決定された新しい全国総合開発計画「２
１世紀の国土のグランドデザイン－地域の自立の促進
と美しい国土の創造－」では、地域の自立が強調され
ている。また、本年（平成13年）６月26日に閣議決定
された「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革
に関する基本方針」、いわゆる骨太の方針では、地方
の自立と財政改革が掲げられている。
新潟県が、自立できるかどうかを検討するためには、
全国の所与の経済状態のもとで、新潟県がどのように
なるのかを見ておくことは重要である。そこで、新潟
県の産業構造や社会構造を予測できる地域計量モデル
を構築し、それを用いて、新潟県の将来像を予測した。
新潟県モデルとしては、三菱総合研究所が構築した
モデル（文献11）があるが、このモデルでは人口・就
業をサブモデルで別途決定し、その後経済モデルで経
済活動水準を予測している。したがって、社会経済全
般を一般均衡的に解く本モデルとは異なる性質のもの
である。また、拙稿として文献６がある。これは本モ
デルの基礎となるものである。しかしながら、前述の
モデルは、生活関連変数や財政関連変数が含まれてい
ない。そこで、電力、ごみ、財政などの変数を新たに
追加し、また、より近年のデータの推移を含めるため
に、改めてモデルを構築した。
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２．新潟県モデル
新潟県モデルは、推定式61本、定義式10本の計71本
の方程式によって構成されるモデルである。モデルに
含まれる変数は、図表１の変数一覧にまとめたように、
内生変数71、外生変数20（ダミー変数は除く）の計91
個である。モデル全体は、人口・世帯、就業・従業、
総生産、支出、所得、民間投資、民間企業資本ストッ
ク、公的投資、社会資本ストック、宅地、電力、ごみ、
財政のブロックで構成されている。モデルの構造は、
主要な外生変数である公的投資が変化することによっ
て社会資本ストックが変化し、生産水準や設備投資水
準に影響を与え、さらに、それらが労働需要や人口動
態を変化させ、人口に影響を与える形になっている。
人口の変化は就業者数に影響を与え、生産水準に影響
を与える。
変数のうち、その他の産業には、電気・ガス・水道
業、金融保険業、不動産業、運輸・通信業、政府サー
ビス生産者、対家計民間非営利団体サービス生産者が
含まれる。また、公的投資および社会資本ストックの
生活関連変数には下水道、廃棄物処理、水道施設、都
市公園、文教が含まれる。産業関連変数には港湾、航
空、工業用水が含まれる。国土保全関連変数は、治山、
治水、海岸保全の合計である。歳出のうち、消費的経
費の内容は人件費、物件費、維持補修費、扶助費、補
助費等である。投資的経費の内容は災害復旧事業、失
業対策事業、国直轄事業負担金である。その他歳出の
内容は公債費、積立金、金融的経費、繰出金である。
観測期間は1975年から1998年までの24年間である
が、推定期間は１期ラグを用いている関係で、1976年
から1998年の23サンプルである。推定法は通常の最小
二乗法（ＯＬＳ）を用いた。新潟県モデルは、図表２
のとおりである。推定式の係数下の＜　＞内はｔ値で
ある。また、各推定式の下のＲＲは決定係数、ＲＲＢ
は自由度修正済み決定係数、ＳＤは方程式の標準誤差、
ＤＷはダービン・ワトソン統計量、ＤＦは自由度、Ｍ
ＡＰＥは平均絶対誤差率である。
以下、モデルの基本的考え方を紹介する。人口・世
帯ブロックには、人口（NNN）、出生数（NNB）、死
亡数（NND）、転入者数（NNI）、転出者数（NNO）、
世帯数（NNF）が含まれる。県内人口は、前期人口と、
自然動態および社会動態の定義式である。出生数は、
出生率関数の形で、前期出生率に加え、ライフスタイ
ルの変化を示す１人当たりの消費支出と生活環境の水
準を示す生活関連資本ストックを導入した。死亡数は、
高齢者人口と医療負担水準や生活水準を示す人口１人
当たりの県民所得を用いて推定した。転入者数は、進
学目的で首都圏に転出しＵターンする若者が多いこと
から４期前の転出者数、全国からの転入状況を示す全
国人口、公共投資の実施に伴う転入を示す公的総資本
形成および趨勢を示す前期値を用いて推定した。転出
者数は、近年大きく傾向を変えていることから趨勢を
示す前期値と傾きダミーを加えた前期値、所得格差を
示す県内の従業者１人当たりの県民所得と全国の従業
者１人当たりの国民所得の格差、高速道路や新幹線、
電力関連大型プロジェクト等の建設労働需要としての
建設業生産額を変数に導入した。世帯数は、人口当た
りの世帯数関数の形で、核家族化を進めると考えられ
る１人当たりの所得、単位面積当たりの実質宅地地価
を用いて推定した。
就業・従業ブロックに含まれる変数は、県内総就業
者数（NEE）、産業別県内就業者数（新潟県調べ）
（NE1,NEM,NEC,NEW,NES,NEZ）および国勢調査
ベースの従業者数（NEEK）と就業者数（NNWK）
である。県内総就業者数は、労働供給を示す人口と労
働需要を示す県内総生産の前期値を用いた需給均衡の
誘導形である。産業別従業者数はいずれも労働市場を
反映する関数である。第１次産業就業者数は、前期従
業者数と当該産業の所得の代理変数として前期生産性
を採用した。鉱工業就業者数は、趨勢を示す前期従業
者数と労働需要を示す当該産業の前期生産額に加え、
景気動向を示す資本の稼働率指数を導入した。建設業
就業者数は、前期就業者数と当該産業生産額に加え、
労働移動を示す当該産業と他産業との生産性格差を採
用した。卸・小売業就業者数、サービス業就業者数、
その他の就業者数は、前期就業者数と当該産業生産額
を用いて推定した。なお、産業別就業者数のモデル値
は、県内就業者数をコントロールトータルとして、産
業別構成比を用いて按分した。国勢調査ベースの従業
者数は県内就業者数との、国勢調査ベースの就業者数
は国勢調査ベースの従業者数との統計式を採用した。
総生産ブロックに含まれる変数は、県内総生産（NY
Y）、産業別総生産（NY1,NYM,NYC,NYW,NYS,NYZ）
および帰属利子等（NYI）である。県内総生産は産業
別総生産の合計との統計式を採用した。産業別総生産
関数は、コブ・ダグラス型生産関数を採用し、新潟県
の地域性や産業の特性を考慮していくつかの変数を追
加した。具体的には、第１次産業総生産は、従業者１人
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当たりの総生産の形を採用し、従業者１人あたりの第
１次産業資本ストック、農水産関連資本ストック、国
土保全関連資本ストックの合計で推定した。鉱工業総
生産は、就業者と資本稼働率を考慮した鉱工業資本ス
トック、道路関連資本ストック、産業関連資本ストック
の合計値を用いて推定した。建設業総生産は、就業者
数と建設業資本ストックに住宅需要を示す人口および
建設工事に影響を与える公的総資本形成を導入した。
卸・小売業総生産は、就業者数と卸・小売業資本スト
ックと道路関連資本ストックの合計、消費能力を示す
人口１人当たりの県民所得を用いて推定した。サービ
ス業総生産は、就業者数とサービス業資本ストックを
用いて推定した。その他の総生産は、従業者１人当たり
の総生産の形を採用し、従業者１人あたりの資本稼働
率を考慮したその他の資本ストック、道路・農水産・
産業・国土保全関連資本ストックの合計で推定した。
支出ブロックに含まれる変数は、民間最終消費支出
（NCP）、政府最終消費支出（NCG）、民間総固定資本
形成（NYIP）、公的総固定資本形成（NYIG）、財貨・
サービスの移出（NEX）、移入（NIM）、県内総支出
デフレーター（NDEF）である。民間最終消費支出は、
人口１人当たりの形でのブラウン型習慣形成モデルを
採用した。すなわち、１人当たりの消費支出をその前
期値と１人当たりの県民所得とで説明した。政府最終
消費支出は、統計的関係にある歳出の消費的経費とそ
の他の合計に、公共投資の実施に伴う行政需要量を示
すための公的総資本形成と行政需要量を決定する人口
を用いて推定した。民間総資本形成は、企業設備投資
と住宅投資で構成されるため、後述する産業別民間投
資の合計と民間住宅投資を説明する変数として世帯数
の増分を用いて推定した。公的投資関数は、歳出のう
ち最も関連の深い投資的経費との統計式を採用した。
財貨・サービスの移出は、その需要要因である国内総
生産と新潟県は電力供給県であるため超過電力量を用
いて推定した。財貨・サービスの移入は、県内総支出
（＝総生産）から民間総固定資本形成および公的総固
定資本形成を除いた主として消費に関する部分と民間
と公的総固定資本形成を合計した固定資本形成部分に
分割し、さらに、昼間人口と夜間人口の平均を財貨・
サービスに対する需要要因として導入した。県内総支
出デフレーターは、県内就業者１人当たりの名目雇用
者所得を物価上昇要因として、県内就業者１人当たり
の名目県内総生産を生産性のアップによる商品価格低
下要因として、および国内総支出デフレーターを全国
の価格変化動向を示す変数として導入した。
所得ブロックに含まれる変数は、県民所得（NYD）、
雇用者所得（NYDE）、財産所得（NYDP）、企業所得
（NYDC）である。県民所得は、雇用者所得、財産所
得、企業所得の合計として定義される。雇用者所得は、
その源泉である県内総生産を基本とし、賃金の硬直性
を考慮して県内総生産の増分をマイナスで取り込ん
だ。財産所得は、金融資産に係わる変数として前期雇
用者所得と金利を、地代に係わる部分として単位面積
当たりの宅地価格と人口を導入した。企業所得は賃金
支払いに対応する雇用者所得を除いた県内総生産を用
いて推定した。
民間投資ブロックに含まれる変数は、産業別民間投
資合計（NIP）と産業別民間投資（NIP1,NIPM,NIPC,
NIPW,NIPS,NIPZ）である。投資合計は文字通り産
業別民間投資の合計として定義した。第１次産業民間
投資額は、投資需要を引き起こす第１次産業総生産と
機械等の利子負担に関連する金利水準を用いて推定し
た。鉱工業投資額は、ストック調整原理に加えて道路
関連資本がプラスで効いている。これは、社会基盤整
備によって工業立地や設備投資が誘因されるためと考
えられる。建設業投資額は、ストック調整原理に建設
需要を引き起こすと考えられる社会資本ストックと転
入者数を用いて推定した。卸・小売業投資額はストッ
ク調整原理に、投資動向に影響する生産水準として国
内総生産および人口１人当たりの消費水準をプラス
で、投資の負担を高める単位面積当たりの宅地地価水
準をマイナスで導入した。サービス業投資額は他産業
からの誘発需要による投資を考慮する形で、サービス
業生産額に加え、他産業の生産額の関数として推定し
た。その他の投資額は、その他の産業の総生産の需要
関数を採用した。
民間企業資本ストックブロックに含まれる変数は、
民間企業資本ストック（NKP）と産業別民間企業資本
ストック（NKP1,NKPM,NKPC,NKPW,NKPS,NKPZ）
である。民間企業資本ストックは、産業別民間企業資
本ストックの合計として定義される。産業別民間企業
資本ストックは、前期ストックと当該産業別投資額で
説明する統計式である。
社会資本ストックブロックに含まれる変数は、社会
資本ストック合計（NKG）と項目別社会資本ストック
（NIGR,NIGL,NIGA,NIGI,NIGC）である。社会資本
ストック合計は、文字通り項目別社会資本ストックの
合計である。項目別社会資本ストックは、前期ストッ
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クと当該項目別公的投資額で説明する統計式である。
電力ブロックに含まれる変数は、発電電力量
（N S E T）と使用電力量（N D E T）、電灯消費量
（NDEL）、電力消費量（NDEP）、発電設備（NDTS）
である。このうち発電設備はかなり政策的なものであ
るため、外生変数とした。発電電力量は発電設備の生
産関数とし、新潟県は電力供給県であるため、シフト
変数として国内総生産と使用電力量を導入した。使用
電力量は、電灯消費量と電力消費量の合計で定義され
る。電灯消費量は、主に家庭用電力需要であり、世帯
数と生活水準を示す人口１人当たりの県民所得で説明
した。電力消費量は、主に業務用電力需要であり、経
済活動水準を示す県内総生産に加えて、特に製造業で
は電力需要が高いことから総生産に占める鉱工業生産
割合を用いて推定した。
ごみブロックに含まれる変数は、ごみ処理量合計
（NDT）、焼却処理量（NDI）、埋立処理量（NDU）、資源化
処理量（NDR）、自家処理量（NDS）である。ごみは普段
の生活や経済活動から発生するものであるため、ごみ
処理量合計は人口１人当たりのごみ処理量を、人口１
人当たりの県民所得で推定する形を採用した。処理方
法別には、埋立処理量と自家処理量は、近年の環境改
善への意識の高まりから、年々減少しており、その割
合は非常に低くなっているため、外生変数とした。観
測期間中、リサイクル意識の高まりから、資源化処理
量は非常に増加している。しかしながら、全てのごみ
が資源化できるわけではなく、その資源化率には限界
があると考えられる。そこで、次のような推定を行っ
た。資源化率をＲ、資源化率の上限値をＭ、タイムト
レンドをｔ、ごみ処理量をNDTとし、Ｒ＝Ｍ／（１＋
ｅａ－ｂ＊ｔ－ｃ＊NDT）で示されるロジスティック曲線を想定
して推定した。ここで、ａ，ｂ，ｃはパラメータである。
なお、この関数は資源化率の上限値Ｍが決まらなけれ
ば、推定できないため、過去の最高資源化率10.3％か
ら順次資源化率を上げていき、繰り返し推定を行い、
資源化率関数の適合度が高くなった上限値30％を採用
図表２　新潟県モデル一覧
した。埋立処理量、資源化処理量、自家処理量が決ま
れば、残りは焼却処理されることになるため、ごみ処
理量合計から、埋立、資源化、自家処理量を差し引い
て、焼却処理量を決定する形になっている。
財政ブロックに含まれる変数のうち、歳入関連変数
は、歳入（NREV）、県税（NTAX）、県債（NLGD）、
地方交付税等（NLTT）であり、歳出関連変数は、歳
出（NEXP）、消費的経費（NEXC）、投資的経費
（NEXI）、その他の歳出（NEXZ）である。この歳
入・歳出データは、県一般会計決算額である。これ以
外に、県債当該年度発行額（NLD）、県債年度末現在
高（NLDK）（普通会計、公営企業債、準公営企業債
の合計）を扱っている。歳入は県税、県債、地方交付
税等の合計として定義される。県税は、経済活動水準
に大きく依存することから、所得を変数として採用し
た。実際の推定では、名目雇用者所得、名目財産所得、
名目企業所得を個別に導入することができた。県債は、
トレンドを示す前期値と歳出によって推定した。地方
交付税等は、行政の実質的活動を示す歳出項目の消費
的経費と投資的経費の合計から県自身が賄うことがで
きる県税を差し引いた変数と、国の経済状態を示す名
目国内総生産で推定した。歳出は、消費的経費、投資
的経費、その他の歳出の合計である。消費的経費は、
既にみたように、人件費、物件費、維持補修費、扶助費、
補助費等であるため、公務を含むその他の産業の就業
者数、名目社会資本ストック合計、人口で説明した。
投資的経費の内容は災害復旧事業、失業対策事業、国
直轄事業負担金であるため、直接的な歳出に対応する
名目公的投資合計をプラスで、災害復旧に関連する名
目社会資本ストックの増加率をマイナスで導入した。
その他の歳出の内容は、公債費、積立金、金融的経費、
繰出金であるため、公債費などにみられるトレンドを
示す前期値と県債年度末残高で推定した。県債当該年
度発行額は、県債との統計式を用いた。県債年度末現
在高は、ストック関数であるため、前期ストックと県
債当該年度発行額で説明する統計式を採用した。
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61本の推定式の自由度修正済み決定係数と各関数の
最低ｔ値をまとめたものが図表３である。なお、定数
項のｔ値は除外してある。これによれば、自由度修正
済み決定係数が0.95を超えている関数は50本であり、
全体の82.0％となっている。また、最低ｔ値が1.7以上
の関数は75.0％となっている。最も自由度修正済み決
定係数の低い関数（NIP1）でも0.839であり、また同
関数の平均絶対誤差率は2.68％であることから、推定
は概ね問題ないと判断できる。
また、新潟県モデルの適合結果を確認するため、推
定期間（1976～1998）の全期間にわたってファイナル
テストを行った。加工変数を除く内生変数71変数の内
挿結果は図表４および図表５のとおりである。ファイ
ナルテスト結果の要約表によれば、47変数（全体の
66.2％）が相関係数が0.95以上でかつ平均絶対誤差率
MAPEが３％未満である。相関係数のみで評価するな
らば、42変数（全体の59.2％）が0.99以上で、68変数
（全体の95.8％）が0.95以上である。ファイナルテスト
結果一覧をもとに、MAPEが８％以上の変数をみると、
設備投資関数（NIPM、NIPC、NIPS）であるが、こ
れらについても相関係数は高く大きな問題はないと考
えられる。
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３．新潟県経済の長期予測
ファイナルテストを実施した結果、新潟県モデルの
適合性は十分にあると判断できるため、本モデルを用
いて計算した新潟県経済の2025年までの条件付き長期
予測結果をまとめる。
３．１　ケース想定
計算結果を左右する外的周辺条件は、外生変数の数
値で表現する。
モデルで用いられている主要な新潟県関連外生変数
は、項目別公的投資（NIG,NIGR,NIGL,NIGA,NIGI,
NIGC）、高齢化率（NKOU）、宅地面積（NPLB）お
よび宅地地積価格（NVLB）、発電設備（NDTS）、ご
み埋立処理量（NDU）および自家処理量（NDS）で
ある。また、全国関連外生変数は、全国人口（ZNN）、
全国就業者数（ZEE）、国内総生産（GDP）、国民所得
（ZYD）、地方銀行貸出約定平均金利（INT）、稼働率
指数（RO）、国内総支出デフレーター（ZDEF）であ
る。このうち、項目別公的投資はケース別に想定する
政策変数であり、他の外生変数はケース間で共通とし
た。外生変数の想定方法は、図表６および図表７のと
おりである。また、項目別公的投資の想定値について
は、図表８および図表９～図表12のシミュレーション
結果の概要を参照されたい。
３．２　シミュレーション結果
新潟県モデルを用いて、上記４ケースのシミュレー
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ションを実施した結果は、図表９～図表12のとおりで
ある。紙幅の都合で、実績値としては、モデル作成の
スタート年である1976年と最終年である1998年を、予
測期間としては2010年と2025年をまとめた。また、変
数については、主要変数のみをまとめてある。
以下、変数ごとにケース間比較を行い、公的投資の
変更による影響を検討する。
（1）人口・就業への影響
図表13はケース別の人口の推移をみたものである。
観測期間の実績値でみると、1976年の新潟県の人口は
2404千人、1998年の人口は2491千人で、この間年平均
0.16％で増加している。このため、長期将来予測を実
施すると、人口は増加傾向を示す結果となった。しか
しながら、少子高齢化が進んでいる状況を考慮すると、
長期的な人口増加は考えにくいことと、実際に2000年
国勢調査では既に人口減少が始まっていることから、
将来シミュレーションでは国立社会保障・人口問題研
究所の新潟県人口にできる限り合致するように、ダミ
ー処理を行った。人口を外生変数にしないで、ダミー
で処理した理由は、経済活動水準の変化による人口へ
の影響を把握するためである。
2025年のケース別人口をみると、基本ケースの2275
千人（1998年～2025年の人口の年平均増加率は-0.34％）
が、公的投資を削減するケース１では 2 2 0 5千人
（同、-0.45％）と基本ケースよりも71千人減少する。
これは、公的投資の減少→公的総資本形成の減少→総
生産の減少→県民所得の減少、および公的総資本形成
の減少→建設業総生産の減少により、転入人口の減少、
転出人口の増加が起こるためである。公的投資を増加
させるケース２では、ケース１とは逆の動きを示し、
2025年で2349千人（同、-0.22％）となり基本ケース
よりも74千人増加する。ケース３は公的投資の合計は
基本ケースと同じであるが、その構成を生活関連に重
点投資したケースである。その場合には、生活環境の
改善により人口は増加し、2025年で2327千人（同、-
0.25％）と基本ケースよりも51千人増加する。
国勢調査ベースの就業者数は、1976年の1241千人が
1998年には1317千人となり、この間年平均0.27％で増
加した。今後の就業者数は、人口減少と厳しい経済状
況を反映して減少することが予想される。2025年の就
業者数をケース別にみると、基本ケースが1182千人
（年平均0.4％の減少）、ケース１は1129千人（基本ケー
スに対して53千人減少）、ケース２は1237千人（同、
55千人増加）、ケース３は1219千人（同、37千人増加）
となっている。図表14は、就業率の推移をみたもので
ある。1998年の就業率は52.87％であるが、各ケースと
も就業率が高まらないことが予想される。基本ケース
では、2010年が52.53％、2025年が51.95％である。ケ
ース１は、2010年が52.40％、2025年が51.22％である。
ケース２は、2010年、2025年共に52.66％である。ケー
ス３は、2010年が52.55％、2025年が52.40％である。
ただし、この就業率は人口に対するものであり、高齢
化が進むため、高齢者を除いた場合には就業率は高ま
ると言えそうである。
図表15は、県内就業者の産業別割合をみたものであ
る。1976年の産業別割合は、第１次産業が21.7％、鉱
工業が24.0％、建設業が10.2％、卸・小売業が16.0％、
サービス業が10.8％、その他の産業が17.2％であった
が、1998年には、第１次産業が8.4％（1976年よりも
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13.3ポイント低下）、鉱工業が22.8％（同、1.2ポイント
低下）、建設業が12.8％（同、2.5ポイント上昇）、卸・
小売業が17.0％（同、0.9ポイント上昇）、サービス業
が19.7％（同、8.8ポイント上昇）、その他の産業が
19.4％（同、2.2ポイント上昇）となった。この間、経
済のサービス化が進んでいる様子が伺える。基本ケー
スで2025年の産業別割合をみると、第１次産業が5.6％、
鉱工業が21.4％、建設業が12.6％、卸・小売業が16.9％、
サービス業が25.4％、その他の産業が18.1％であり、
サービス業への労働の移動が進む結果となっている。
ケース間を比較すると、公的投資が削減されるケース
１では、公共工事の減少および人口減少により、就業
者数は基本ケースよりも減少する。なかでも建設業の
割合が減少し、結果として鉱工業の割合が高まる。公
的投資が増加されるケース２では、逆に、就業者数は
増加する。なかでも、建設業の就業者の増加が著しく、
鉱工業の割合が低下する。生活関連の公的投資を重点
的に行うケース３では、基本ケースよりも全ての産業
で就業者数が増加し、なかでも建設業とサービス業の
割合が高まる。
（2）県内総生産への影響
図表16はケース別の県内総生産の推移をみたもので
ある。観測期間の実績値でみると、1976年の新潟県の
県内総生産（1990暦年価格）は4657十億円、1998年の
県内総生産は9088十億円で、この間年平均3.09％で成
長した。2025年のケース別県内総生産をみると、基本
ケースの11942十億円（1998年～2025年の県内総生産
の年平均成長率－実質経済成長率－は1.02％）が、公
的投資を削減するケース１では11398十億円（同、
0.84％）と基本ケースよりも544十億円減少する。これ
は、公的投資の減少によって、社会資本ストックが減
少し生産を減少させるためである。公的投資を増加さ
せるケース２では、ケース１とは逆の動きを示し、
2025年で12521十億円（同、1.19％）となり基本ケース
よりも580十億円増加する。ケース３は公的投資の合
計は基本ケースと同じであるが、その構成を生活関連
に重点投資したケースである。その場合には、生活環
境の改善により基本ケースよりも人口は増加し就業者
数が多くなるが、産業関連社会資本ストックや道路関
連社会資本ストックは低水準になるため、一時的には
生産は基本ケースよりも低くなる。しかしながら、長
期的には人口増加の効果が現れて、県内総生産は基本
ケースを上回る。基本ケースとケース３を比較すると、
2005年時点では10十億円基本ケースが上回っており、
2010年でも17十億円基本ケースが上回っている。2015
年には両ケースは逆転し、2025年にはケース３の県内
総生産は12125十億円（同、1.07％）に達し、基本ケー
スを184十億円上回る。
図表17は、県内総生産の産業別割合をみたものであ
る。1976年の産業別割合は、第１次産業が8.1％、鉱工
業が27.3％、建設業が12.7％、卸・小売業が13.5％、サ
ービス業が8.9％、その他の産業が32.4％であったが、
1998年には、第１次産業が2.5％（1976年よりも5.6ポ
イント低下）、鉱工業が21.4％（同、5.8ポイント低下）、
建設業が12.6％（同、0.1ポイント低下）、卸・小売業
が10.4％（同、3.0ポイント低下）、サービス業が16.4％
（同、7.5ポイント上昇）、その他の産業が39.5％（同、
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7.1ポイント上昇）となった。この間、就業構造と同程
度かそれ以上に経済のサービス化、３次産業化が進ん
でいる様子が伺える。基本ケースで2025年の産業別割
合をみると、第１次産業が1.8％、鉱工業が18.8％、建
設業が11.4％、卸・小売業が11.7％、サービス業が
19.9％、その他の産業が39.1％であり、サービス業の
総生産が割合を高める結果となっている。ケース間を
比較すると、公的投資が削減されるケース１では、公
共工事の減少および人口減少により、総生産は基本ケ
ースよりも減少する。なかでも、建設業の割合が減少
し、鉱工業の割合が高まる結果となる。公的投資が増
加されるケース２では、逆に、建設業の総生産の増加
が著しい。生活関連の公的投資を重点的に行うケース
３では、基本ケースよりも道路関連社会資本ストック
が減少するため、卸・小売業総生産では若干減少する
ものの、他の全ての産業で総生産が増加する。
図表18は、産業別生産性をみたものである。1998年
の従業者１人当たりの県内総生産は6742千円であった
が、2025年には基本ケースで9868千円まで高まる。ケ
ース間を比較すると、ケース１が9857千円、ケース２
が9887千円、ケース３が9717千円であり、ケース３が
若干低くなっている。産業別にみると、その他の産業
の生産性が非常に高くなっているが、これはその他の
産業に、電気・ガス・水道業や不動産業が含まれてい
るためである。
（3）民間最終消費支出への影響
図表19はケース別の民間最終消費支出の推移をみた
ものである。観測期間の実績値でみると、1976年の新
潟県の民間最終消費支出（1990暦年価格）は2954十億
円、1998年の民間最終消費支出は4585十億円で、この
間年平均2.02％で成長している。2025年のケース別民
間最終消費支出をみると、基本ケースの5294十億円が、
公的投資を削減するケース１では5018十億円と基本ケ
ースよりも276十億円減少する。これは、人口減少に
よる消費減および生産の減少→所得減少による消費減
による。公的投資を増加させるケース２では、ケース
１とは逆の動きを示し、2025年で5585十億円となり基
本ケースよりも292十億円増加する。ケース３は公的
投資の合計は基本ケースと同じであるが、その構成を
生活関連に重点投資したケースである。その場合には、
県内総生産への影響で述べたように、生活環境の改善
により基本ケースよりも人口は増加するが、産業関連
社会資本ストックや道路関連社会資本ストックは低水
準になるため、一時的には生産は基本ケースよりも低
くなる。しかしながら、長期的には人口増加の効果が
現れて、県内総生産が高まり、県民所得は基本ケース
を上回る。その結果、民間最終消費支出も高くなる。
基本ケースとケース３を比較すると、2005年時点では
1.8十億円基本ケースが上回っており、2010年でも1.3
十億円基本ケースが上回っている。2011年には逆転し、
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2025年にはケース３の民間最終消費支出は5421十億円
に達し、基本ケースを127十億円上回る。バブル崩壊
以降消費の落ち込みが言われている。バブル崩壊前後
で民間最終消費支出の成長率を比較すると、1976年～
1992年の年平均成長率は2.49％であり、1992年～1998
年の成長率は0.77％となっている。1998年～2025年の
年平均成長率は、基本ケースで0.53％、ケース１で
0.34％、ケース２で0.73％、ケース３で0.62％と、今後
も消費は低水準で推移すると思われる。
図表20は、人口１人当たりの民間最終消費支出の推
移をみたものである。1976年のそれは1229千円であり、
1998年のそれは1840千円で、この間年平均1.9％で成長
してきた。バブル崩壊前後で成長率をみると、1976年
～1992年の年平均成長率は2.30％であり、1992年～
1998年の成長率は0.68％となっている。2025年の人口
１人当たりの民間最終消費支出をみると、基本ケース
では2326千円（1998年～2025年の年平均成長率は
0.87％）、ケース１では2276千円（同、0.79％）、ケー
ス２では2377千円（0.95％）、ケース３では2330千円
（同、0.88％）となり、バブル崩壊後の成長率を各ケー
スとも上回っている。
（4）発電電力量および使用電力量への影響
図表21はケース別の発電電力量の推移をみたもので
ある。観測期間の実績値でみると、1976年の新潟県の
発電電力量は18889百万ｋｗｈ、1998年のそれは94324百
万ｋｗｈで、この間年平均7.58％で増加している。この
ような高水準の増加率は、観測期間中に柏崎刈羽原子
力発電所が建設されたことによる。今後は、あらたな
電力施設は建設されないと想定して将来予測を実施し
た。そのため、発電電力量は国および県内の電力需要
量によって変化する形となる。2025年のケース別発電
電力量をみると、基本ケースの136079百万ｋｗｈ（1998
年～2025年の発電電力量の年平均増加率は1.37％）が、
公的投資を削減するケース１では130580百万ｋｗｈ（同、
1.21％）と基本ケースよりも5499百万ｋｗｈ減少する。
公的投資を増加させるケース２では142174百万ｋｗｈ
（同、1.53％）となり基本ケースよりも6095百万ｋｗｈ
増加する。ケース３では138574百万ｋｗｈ（同、1.43％）
と基本ケースよりも2495百万ｋｗｈ増加する。
図表22はケース別の使用電力量の推移をみたもので
ある。使用電力量は電灯消費量と電力消費量で構成さ
れる。観測期間の実績値でみると、1976年の新潟県の
使用電力量は14112百万ｋｗｈ、1998年のそれは17850百
万ｋｗｈで、この間年平均1.07％で増加している。2025
年のケース別使用電力量をみると、基本ケースの
18458百万ｋｗｈ（1998年～2025年の使用電力量の年平
均増加率は0.12％）が、公的投資を削減するケース１
では17846百万ｋｗｈ（同、-0.00％）と基本ケースより
も612百万ｋｗｈ減少する。公的投資を増加させるケー
ス２では19109百万ｋｗｈ（同、0.25％）となり基本ケ
ースよりも1259百万ｋｗｈ増加する。ケース３では
18728百万ｋｗｈ（同、0.18％）と基本ケースよりも270
百万ｋｗｈ増加する。このように、使用電力量が低水準
で増加するのは、電灯消費量については人口減少によ
る世帯数の減少と１人当たりの所得があまり伸びない
こと、また、電力消費量については県内総生産が低成
長で推移することおよび製造業の割合が低下すること
により、低い使用電力量の伸びとなる。
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（5）ごみ処理量への影響
図表23はケース別のごみ処理量の推移をみたもので
ある。観測期間の実績値でみると、1976年の新潟県の
ごみ処理量は789千ｔ、1998年のごみ処理量は1056千
ｔで、この間年平均1.33％で増加している。2025年の
ケース別ごみ処理量をみると、基本ケースの1181千ｔ
（1998年～2025年のごみ処理量の年平均増加率0.41％）
が、公的投資を削減するケース１では1122.09千ｔ（同、
0.22％）と基本ケースよりも58千ｔ減少する。公的投
資を増加させるケース２では1242.39千ｔ（同、0.60％）
となり基本ケースよりも62千ｔ増加する。ケース３は
公的投資の合計は基本ケースと同じであるが、その構
成を生活関連に重点投資したケースである。その場合
には、1209.08千ｔ（同、0.50％）に達し、基本ケース
を29千ｔ上回る。
図表24は、ごみ処理量の処理方法別割合をみたもの
である。処理方法は、焼却処理、埋立処理、資源化処
理、自家処理に分けられるが、このうち、埋立処理量
と自家処理量は本モデルでは外生的に与えられる。
1976年の処理方法別割合は、焼却処理量が63.4％、埋
立処理量が30.3％、資源化処理量が1.3％、自家処理量
が5.0％である。1998年になると、焼却処理量が80.7％、
埋立処理量が8.4％、資源化処理量が10.3％、自家処理
量が0.6％となった。この間、埋立処理量と自家処理量
が大幅に減少し、焼却処理量と資源化処理量が増加し
ている。2025年を基本ケースでみると、焼却処理量が
70.3％、埋立処理量が0.8％、資源化処理量が28.8％、
自家処理量が0.0％と資源化が進む。他のケースについ
てもほぼ同様の割合となっている。
基本ケースの焼却処理量についてみると、1976年の
500千ｔが1998年には852千ｔまで増加したが、2025年
には830千ｔに止まっており、環境の観点からみると
望ましい方向に向かう。
（6）県債年度末残高への影響
図表25はケース別の県債年度末残高の推移をみたも
のである。観測期間の実績値でみると、1976年の県債
年度末残高（名目値）は198十億円、1998年のそれは
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1777十億円で、この間年平均10.50％で増加している。
とりわけ、1994年度以降急激に県債残高が増加してお
り、1994年～1998年は年平均13.7％で増加している。
2025年のケース別県債年度末残高をみると、基本ケー
スの5477十億（1998年～2025年の県債年度末残高の年
平均増加率4.26％）円が、ケース１では4991十億円
（同、3.90％）と基本ケースよりも486十億円減少する。
ケース２では5964十億円（同、4.59％）となり基本ケ
ースよりも486十億円増加する。ケース３では5498十
億円（同、4.27％）と基本ケースよりも21十億円増加
する。
図表26は、人口１人当たりの名目県債年度末残高の
推移をみたものである。1976年のそれは82千円（1990
暦年価格に実質化すると119千円）であり、1998年の
それは713千円（同、679千円）であった。2025年の人
口１人当たりの名目県債年度末残高をみると、基本ケ
ースでは2407千円（同、2023千円）、ケース１では
2264千円（同、1903千円）、ケース２では2538千円
（同、2133千円）、ケース３では2363千円（同、1986千
円）となり、何れのケースも大きな県債残高を持つこ
とになる。
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４．おわりに
本研究では、1976年～1998年の新潟県の社会・経済
データを用いて、新潟県計量経済モデルを構築し、公
的投資の水準に対応する形での新潟県の将来像を予測
した。その結果を、ここで整理しておく。
①　本研究における政策変数であるケース別公的投資
の想定はつぎのとおりである。1976年～1998年の
年平均増加率4.38％に対して、1998年～2025年の
年平均増加率は、基本ケースが1.5％、ケース１が
1.1％、ケース２が1.8％である。ケース３は公的
投資の総額は基本ケースと同じであるが、生活関
連分野に重点投資するケースである。
②　新潟県の人口は1998年の2491千人が、2025年には
基本ケースが2275千人、ケース１が2205千人、ケ
ース２が2349千人、ケース３が2327人となる。い
ずれにしても、現在よりも人口は減少するが、生
活関連投資に重点を置くケース３は基本ケースよ
りも人口は多くなっている。
③　就業者数は人口減少により各ケースとも現在より
も減少することが予想される。1998年の就業率
（国勢調査ベース）は52.87％であるが、各ケース
とも就業率が高まらないことが予想される。2025
年の就業率は、基本ケースで51.95％、ケース１で
51.22％、ケース２で52.66％、ケース３で52.40％
である。ただし、この就業率は人口に対するもの
であり、高齢化が進むため、高齢者を除いた場合
には就業率は高まると言えそうである。
④　県内総生産の1976年～1998年の実質成長率は
3.09％であった。これに対して、1998年～2025年
の実質成長率は、基本ケースで1.0％、ケース１で
0.8％、ケース２で1.2％、ケース３で1.1％となる。
ケース３は道路関連投資や産業関連投資が減少す
るため当初基本ケースを下回るが、人口や就業者
の増加によりシミュレーション期間の後半から高
い成長率を示すようになる。つまり、人口定着政
策が県経済発展の重要な要因であると言える。
⑤　バブル崩壊前後で民間最終消費支出の成長率を比
較すると、1976年～1992年の年平均成長率は
2.49％であり、1992年～1998年の成長率は0.77％
となっている。1998年～2025年の年平均成長率は、
基本ケースで0.53％、ケース１で0.34％、ケース
２で0.73％、ケース３で0.62％と、今後も消費は
低水準で推移すると思われる。人口１人当たりの
民間最終消費支出でみると、1976年～1992年の年
平均成長率は2.30％であり、1992年～1998年の年
平均成長率は0.68％となっている。1998年～2025
年の年平均成長率は基本ケースで0.87％、ケース
１で0.79％、ケース２で0.95％、ケース３で0.88％
となる。人口１人当たりでみる限りにおいてはバ
ブル崩壊後の数年よりも高い成長率を示してい
る。
⑥　新潟県の発電電力量の伸びは1976年～1998年では
年平均7.58％であったが、今後は、あらたな電力
施設は建設されないと想定したため、1998年～
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2025年の発電電力量の年平均増加率は、基本ケー
スが1.37％、ケース１が1.21％、ケース２が1.53％、
ケース３が1.43％となる。新潟県の使用電力量の
1976年～1998年の年平均増加率は、1.07％であっ
た。1998年～2025年の使用電力量の年平均増加率
は、基本ケースが0.12％、ケース１が-0.0％、ケ
ース２が0.25％、ケース３が0.18％となる。電力
については使用量はほとんど増加しないが、新潟
県は電力供給県であり、発電量は国全体の需要動
向に影響されるため、より環境を考慮した技術の
開発が望まれる。
⑦　新潟県のごみ処理量は過去よりもその増加速度が
落ちるものの若干ではあるが増加する。しかしな
がら、焼却処理量を基本ケースでみると、1976年
の500千ｔが1998年には852千ｔまで増加したが、
2025年には830千ｔに止まっている。また、モデ
ルでは導入できなかったが、リサイクルなどを勧
めたり、環境保全投資を充実させることにより、
環境問題への対応が可能となるものと思われる。
⑧　人口１人当たりの実質県債年度末残高をみると、
1976年のそれは119千円であり、1998年のそれは
679千円であった。2025年では、基本ケースで
2023千円、ケース１で1903千円、ケース２で2133
千円、ケース３で1986千円となり、何れのケース
も大きな県債残高を持つことになる。現在、県の
重要な政策課題である財政再建については、ここ
で想定したような公的投資を実施すると、非常に
厳しい状況になる。したがって、従来型の公的投
資→経済成長→税収増加というシナリオではな
く、新たな行政の効率化策が検討される必要があ
る。
以上のことから、新潟県の将来はバラ色とは言えな
い状況にある。このことは、わが国についても同様で
ある。しかしながら、人口１人当たりの県民所得や消
費、従業者１人当たりの総生産は高まることが予想さ
れる。つまり、今後、人口が減少する可能性が高いた
め、総数としての県内総生産や消費があまり伸びない
構造になる。そのような状況であるため、従来型の公
的投資や金融政策による成長促進策を採用するより
も、持続可能な社会を目指して、コンパクトな社会を
形成し、生活が真に豊かになるような方策の検討が必
要になると思われる。これらについては今後の研究課
題としたい。
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